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(3) ２つのふるさとづくり ４００百万円

都市部と本県との人口の対流づくりに取り組むため、県外出身者には本県を「新た

なふるさと」として、県外に住む本県出身者には「心のふるさと」として、「宮崎ひ

なた暮らしＵＩＪターンセンター」による相談対応や「日本のひなた」プロモーショ

ンの推進など、移住・ＵＩＪターン対策を進めます。

また、若者の県外流出を抑えるための県内就職・定着に向けた支援を行うとともに、

都市との連携協定を生かした交流の促進に取り組みます。

① 移住・ＵＩＪターンの推進 ３８４百万円

○新「新しいゆたかさ」見える化事業 ４百万円

○移住・ＵＩＪターン強化事業 ５４

○新産業界や大学等との連携による産業人財育成事業等 <一部再掲> ５１

○改「みやざき林業青年アカデミー」等研修事業 ２４

○新「日本のひなた」林業小町ネットワークづくり支援事業 ３

○若年者就職・定着サポート事業 ２４

○新さあ、みやざきで働こう！高校生県内就職促進事業 ３６

○宮崎で働こう！県内就職支援事業 ３８

○新輝け！みやざきひなたブランド定着事業 <再掲> １６

○新「海の天気図」でつくる新しい漁業創生事業 <再掲> ７２

○新強い畜産経営体を育てる人財育成事業 <再掲> １７

○新見る、知る、体験する！高校生の県内企業理解推進事業 ２６

○新将来の社会的・職業的自立へ向けた宮崎県キャリア教育推進事 ８

業 <再掲>

○新キャリアアップ！特別支援学校高等部生就労・自立支援事業 ２

<再掲>

○改めざそう神楽の世界無形文化遺産！みやざきの民俗芸能活性化 １２

事業 <再掲>

② 都市との連携協定を生かした対流づくり １６百万円

○新農山漁村における所得安定・向上モデル事業（山の宝活用事業） ３

<再掲>

○新木材産業サプライチェーン強化事業 <再掲> １３

2(3) ２つのふるさとづくり
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① 移住・ＵＩＪターンの推進

○新「新しいゆたかさ」見える化事業（総合政策課） ４百万円
県総合計画に掲げる「ゆたかさの指標化」に取り組み、本県の「ゆたかさ」を分かりやすく

県民に提示し、県づくりへの関心と協働の機運等を醸成するとともに、本県の持つ多面的な価

値（新しいゆたかさ）を県内外に発信する。

(1) ゆたかさ指標の作成

① ゆたかさ県民意識調査（選好度調査）の実施

② ゆたかさ指標（試案）の改善検討と「ゆたかさ値」の結果分析等に係る調査研究

(2) ゆたかさ指標の活用・発信

ゆたかさ指標の測定・分析結果の県内外への広報

ゆたかさ指標の作成に係る地域別県民会議（平成２７年度）

2(3) ２つのふるさとづくり
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○移住・ＵＩＪターン強化事業（中山間・地域政策課） ５４百万円
本県の魅力の発信や受入体制の強化など、本県への移住・ＵＩＪターンを促進することによ

り、都市部から本県への人の流れを創出し、地域の担い手確保、活力維持・増進に寄与する。

(1) 市町村、各種関係団体と連携した総合的な移住・ＵＩＪターン推進体制の促進

各種団体で構成する移住・ＵＩＪターン促進協議会において、官民が一体となって移住・

ＵＩＪターンの気運醸成や情報発信等の取組を推進する。

(2) 移住・ＵＩＪターン相談・案内体制の充実

宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターの運営を継続し、情報発信、相談対応等を行うと

ともに、各市町村との連携を行い、都市部での移住セミナー等の充実を図る。

(3) 市町村における受入体制整備の支援

市町村が実施する移住・ＵＩＪターン促進に係る取組への支援を継続し、定住コンシェル

ジュ・サポーターの設置など、市町村における移住後のフォローアップ等の充実を図る。

・実施主体 市町村〔補助率 県１／２以内 ただし、全域が中山間地域である市町村は

２／３以内を補助〕

(4) 定住に向けた中山間地域における農林業等の体感ツアーの実施

農林業への従事を考える移住希望者が多いことから、農林業を体感するツアーを実施する。

【移住・ＵＩＪターン推進のイメージ】

2(3) ２つのふるさとづくり
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2(3) ２つのふるさとづくり

○新産業界や大学等との連携による産業人財育成事業等
（フードビジネス推進課）５１百万円

※一部再掲
産業界、大学、金融機関、県等が一体となって、将来の宮崎を担う産業人材や起業人材の育

成等に取り組み、本県での若者の定着・確保につなげる。

(1) 産業界や大学等との連携による産業人財育成事業

① 宮崎で学び、働くことへの理解の醸成

宮崎で学び、働くことを考えるセミナーの開催やインターンシップの充実など

② 将来の宮崎の産業人材・起業人材の育成

県内企業と学生が連携した卒業研究の充実やグローバル人材の育成など

③ 県内企業の将来の中核人材の育成

中核人材育成のための若手・中堅向け社会人セミナーの開催（「みやざきビジネスアカ

デミー」（ＭＢＡ）事業の一環として実施）

(2) コンソーシアムプラスみやざきの運営

産業界、大学、金融機関、県等が一体となって、若者の定着・確保対策を検討、実践して

いくためための「コンソーシアムプラスみやざき」の運営など

地方創生のための「産業人財育成プロジェクト」

ｷｬﾘｱ発見ｾﾐﾅｰ
高校生、大学生、社会人が交流することにより、宮崎で学び、働くことに
ついて考える機会（啓発セミナー）を設ける。

中・長期ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事業
企業ﾆｰｽﾞに応じた実践的な
中・長期インターンシップを実施
し、実社会での成功・失敗を学
ぶ。

新 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材育成事業 （1）-②
県内企業と連携し、海外でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ等を行うことで、宮崎の将来を担
うｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｰﾀﾞｰの育成や起業家精神の涵養を図る。

(1)-③
新 みやざきﾋﾞｼﾞﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ(MBA）
県内企業における中核人材育成のためのマネジメント
やリーダーシップを身につけさせるプログラム。

新 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝｺﾝﾃｽﾄ (1）-②
学生が県内企業の課題解決のためのﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝを作成し、連携した商
品開発等を行うことで、起業家精神の涵養を図る。

フェーズ２
将来の宮崎の産業人材・起業人材の育成

フェーズ１
宮崎で学び、働くことへの理解の醸成

高校 大学 企業・社会人

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ講座
各高等教育機関等が連携し、高校生・大学生を対象に宮崎の特色ある
授業を提供し、宮崎で学ぶ意欲の向上を図る。

短期ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの充実
県、市町村、企業における１週間
程度のインターンシップ等を充実・
強化し、実社会を体験する。

（1）-②
課題解決型卒業研究ﾃｰﾏ事業
学生が卒業研究で地域の企業や市
町村等が抱える実際の問題に取り組
む。

宮崎で学び・働くことへの動機づけ 将来の本県の産業を担う若者の育成・定着

知る・気付く

体験する

深く学ぶ

興す

人
材

高い志を持つ若者の学びの場

フェーズ３
県内企業の優秀な若手人材の育成・定着

（２） 産業人財育成プラットフォーム（ｺﾝｿｰｼｱﾑﾌﾟﾗｽみやざき）

複数の構成機関がプロジェクトに参画し、それぞれの目的に応じた事業を企画・実践

(1)－①

(1)
｜
①
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2(3) ２つのふるさとづくり

○改「みやざき林業青年アカデミー」等研修事業（森林経営課） ２４百万円
将来的に林業経営を担う有望な人財に対し、林業への就業に向けた研修を行うとともに、研

修に専念できるよう必要な支援等を行い、新規就業者の確保と技術力の向上を図る。

(1) 「みやざき林業青年アカデミー」研修事業

① 研修事業

林業就業に必要な知識や技術を習得するための研修の実施

② 給付金事業

①の研修を受ける者に対する給付金の支給

③ 推進事業

給付事務及び制度普及活動等の実施

(2) 林業技術習得研修事業

大径木を安全で効率的に伐採できる技術者を養成

受 講 就 業

林業就業に必要な研修(年間1,200時間以上)

就 ・林業技術センター等における座学 林

業 ・林業現場における実習 業

希 ・林業就業に必要な資格等の取得講習 事

望 業

者 体

月額１２万５千円を給付 等

（条件：研修後１年以内に就業すること等）

給付金

「みやざき林業青年アカデミー」フロー図

○新「日本のひなた」林業小町ネットワークづくり支援事業（森林経営課）３百万円
担い手の確保や山村地域の活性化のため、林業に携わる小町（女性）同士のつながりを深め、

女性の感性を活かした働きやすい環境づくりを進めることによって、林業のイメージアップを

図るとともに、新たな女性の参入を促す。

(1) 組織づくり

① 各地区で林業に関わる女性の実態を把握

② 各地区で意見交換会を開催

③ 各地区代表者を集め、今後の活動に向けて検討

(2) 講演会の開催

女性が林業で活躍している事例など紹介

ステップ① 林業事業体の職員、造林技術者、伐採技術者、大学生、公務員等

実態把握

ステップ② 地区意見交換会 地区意見交換会 地区意見交換会

現状分析

ステップ③ 地区代表者による検討会

活動方針策定

林業小町ネットワークづくりフロー図
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2(3) ２つのふるさとづくり

○若年者就職・定着サポート事業（労働政策課 地域雇用対策室） ２４百万円
若年者等に対する就職支援及び職業的自立を更に促進していくとともに、若年者の職場定着

に取り組む県内企業への支援を一体的に実施することにより、職場環境の改善及び若年者等の

職場定着率の向上を図る。

(1) ヤングＪＯＢサポートみやざき運営事業

在職中も含めた若年者を対象として、専門相談員によるキャリアカウンセリングや就活支

援セミナーの開催などの就職支援を実施するほか、非正規雇用の若者に対してキャリアアッ

プ支援を行う。

また、若者の早期離職防止のため、新入社員等を対象とした職場定着セミナーを開催する

とともに、参加事業所等へのフォローアップを行う。

(2) 地域若者サポートステーション強化事業

ニートなど働くことに困難を抱える若年者を支援するため、国が設置する「地域若者サポ

ートステーション」において、臨床心理士による心理カウンセリングや各種セミナー、協力

企業等での就労に向けた職場体験等を実施する。

また、講演会を開催し、地域社会へも取組を広く周知するとともに、切れ目のない支援体

制を構築するため、関係機関と連携し、一体となって若年者の職業的自立を促進する。

一体的実施施設の様子 セミナーの様子

・個別相談（キャリアカウンセリング、キャリアアップ支援） ・求職手続き

・職業適性診断 ・職業相談、職業紹介

・就職支援セミナーの開催 ・求人情報の提供

・職場定着のためのセミナー及びフォローアップ

一
体
的
実
施

ヤングＪＯＢサポートみやざき ハローワーク

・心理カウンセリング

・ジョブトレーニング

・保護者等への講演会

地域若者サポートステーション

みやざき若者自立支援ネットワーク

労働 教育

保健・福祉 ＮＰＯ等

民間団体

就職支援

人財育成

定着支援

県内中小企業を

支える人財
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2(3) ２つのふるさとづくり

○新さあ、みやざきで働こう！高校生県内就職促進事業
（労働政策課 地域雇用対策室） ３６百万円

高校生の県内就職を促進するため、これまで以上に学校と企業との接点を強化し、地元企業

を知る機会の提供やキャリア教育支援に取り組むことにより、本県の産業発展を担う人材の確

保・育成を図る。

(1) 高校・企業ネットワーク強化事業

① 「県内就職支援員」を配置し、私立高校の生徒や教員等へ県内企業の魅力や情報を伝え

るとともに、県立高校に配置される就職支援エリアコーディネーターとの情報共有を図り、

県全体の取組を促進する。

② 県内企業の人事担当者と高校の進路指導担当者等によるワークショップを開催し、県内

企業の魅力を高校に発信するとともに、相互理解を深める。

(2) 宮崎版デュアルシステム人財育成モデル事業

県内企業と学校が連携し、高校生を対象に企業の現場等を教材にした実践的な人財育成に

取り組み、宮崎版デュアルシステムの構築につなげる。

① ものづくり企業の現場を活用し、高校生が企業の優れた技術や先駆的な取組等を体感し、

考察する「ものづくり企業現場体感塾」を開催するとともに、高校生とものづくり企業が

協働で「ものづくり」を実践し、その成果等を「みやざきテクノフェア」で発表する。

② 高校生にＩＣＴ技術や活用可能性を体感してもらう「ＩＣＴ技術体感塾」を開催すると

ともに、高校生とＩＣＴ企業が協働でプログラミングやＷＥＢデザイン作成等を実践し、

その成果等をコンテスト等で発表する。

(3) 高校生等企業ガイダンス開催事業

高校生と県内企業の出会いの場を提供するため、就職を希望する高校生と保護者に対し、

県内企業の魅力や仕事内容等を説明する企業ガイダンスを開催する。

○ 県内就職率の向上（５４．０％ [H27.3] ６５．０％ [H32.3] ）

○ 大企業志向や希望職種があることから都市部を希望する生徒が多い
○ 生徒・保護者・教員に県内企業の魅力が十分伝わっていない。

学校と企業が一体となった取組の定着

高校生県外流出の主な要因

○ 生徒・保護者に宮崎で働く魅力や地元企業の魅力を知ってもらう機会の提供
○ 教員と地元企業との意見交換・出会いの場の提供
○ 学校と県内企業の連携によるキャリア教育の充実
○ 県内企業と生徒、保護者のマッチングの場の提供

学校と企業の接点の強化
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2(3) ２つのふるさとづくり

○宮崎で働こう！県内就職支援事業（労働政策課 地域雇用対策室） ３８百万円
若年求職者等に対し雇用情報やマッチングの場を提供すること等により、県内企業における

産業人材の確保を支援し、県内産業の活性化を図る。

(1) 「ふるさと宮崎人材バンク」運営事業

ＵＩＪターン希望者等の県内への就職促進を図るため、「ふるさと宮崎人材バンク」シス

テムの活用による無料職業紹介を行う。

(2) 県内企業インターンシップ等推進事業

大学生等に県内中小企業の魅力をより理解してもらうために、県内企業等でのインターン

シップ支援、採用担当者向けのセミナーを実施する。

(3) 就職説明会開催事業

求職者と県内企業との出会いの場として、県外３箇所での「ふるさと就職説明会」等を開

催する。

(4) 情報発信強化事業

ＨＰによる企業情報の発信等により、県内外の求職者に対する情報提供を強化する。

(5) 企業開拓員等設置事業

就職説明会や家内労働の業務を行う雇用推進員、ＵＩＪターン者を受け入れる企業の開拓

やニーズの把握を行う企業開拓員を配置する。

就職説明会の様子 セミナーの様子

○新輝け！みやざきひなたブランド定着事業（オールみやざき営業課）<再掲>
１６百万円

「日本のひなた宮崎県」のキャッチフレーズやコンセプトを活用し、民間事業者等と連携し

た商品開発や映像による効果的な情報発信に取り組むことで、ひなたブランドの定着による宮

崎の更なる魅力度等の向上を図るとともに、観光・物産等の分野への浸透によるブランド価値

の向上や経済の活性化を図る。

(1) 全国大手民間事業者等との「ひなた」コラボ

民間事業者等と連携し、「ひなた」ブランドと観光・物産等の商品・サービスとのコラボ

商品開発や情報発信、販売促進を一体となって展開することにより、双方のブランド価値を

高めるとともに、本県の物産振興、観光誘客等を図る。

(2) 「ひなた」ＰＲ動画の制作

宮崎ならではの「ひなた」の魅力を、訴求力のある手法・発想やストーリーにより表現し

たＰＲ動画を制作・配信し、本県の認知度・好感度向上を図る。
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2(3) ２つのふるさとづくり

○新「海の天気図」でつくる新しい漁業創生事業（漁村振興課）〈再掲〉 ７２百万円
水産試験場が開発した本県オリジナルの海況情報「海の天気図」の高度化を図るとともに、

漁協が中心となった雇用創出のための受け皿整備を支援し、儲かる漁業の実現と浜の活力強化

による新たな漁業スタイルを構築する。

(1) 儲かる漁業実現のための「海の天気図」高度化事業

海洋短波レーダー等を活用した漁業情報サービスの高度化に向けた調査

(2) 浜の活力を結集した漁村移住・定着化促進事業

漁協等が行う雇用創出を伴う漁業の起業を支援

・実施主体 漁協等（補助率 １／２以内）

○新強い畜産経営体を育てる人財育成事業（畜産振興課）〈再掲〉 １７百万円
高度な畜産実践研修を実施するための研修拠点を整備し、次代を担う経営能力の優れた人財

を育成するとともに、技術・経営指導に携わる指導員の養成と生産性向上への取組を支援し、

本県の畜産農家の体質強化を図る。

(1) 畜産研修拠点整備事業

就農希望者の実践研修先におけるＩＣＴ技術導入を支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 １／２以内）

(2) 新規就農者支援事業

新規就農者への専門技術修得支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 定額）

(3) 指導人財育成事業

畜産技術・経営指導人財の育成研修を支援

・実施主体 (公社)宮崎県畜産協会（補助率 １／２以内、定額）

(4) 生産性向上対策事業

肉用牛繁殖性及び養豚育成率向上対策を支援

・実施主体 農業共済組合等（補助率 定額）
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2(3) ２つのふるさとづくり

○新見る、知る、体験する！高校生の県内企業理解推進事業（学校政策課）
２６百万円

人口減少の要因の一つである社会減を防ぐために、産業関係団体と学校とが連携を強化し、

企業側が積極的に自社の良さを高校生等に発信するシステムを構築する。このことにより生徒

・保護者・教職員に県内企業の魅力等を理解させ、県内就職率の増加とミスマッチによる早期

離職防止を図る。

(1) 産業関係団体と学校をつなぐ就職支援エリアコーディネーターの配置（県内６エリア）

① 産業関係団体と学校とのネットワークの構築

② 企業と教職員との意見交換会等の実施

③ 職場環境や求人の情報、既卒者の離職情報を集約し学校へ提供

④ 企業見学受入先、外部講師人材をデータベース化し学校へ提供

⑤ インターンシップ等に関する企業側と学校側の相談窓口

(2) 県内企業が自社の良さをアピールできるシステムの構築

① 企業が生徒・保護者・教職員に魅力を伝える企業見学会

② 企業が積極的に募集し受け入れるインターンシップ

③ 企業が熟練工を派遣し技術の指導を行うなどの外部講師派遣
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2(3) ２つのふるさとづくり

○新将来の社会的・職業的自立へ向けた宮崎県キャリア教育推進事業（学校政策課）
<再掲> ８百万円

若者の完全失業率や非正規雇用率の高さ、早期離職者の存在などの課題がある現状の中で、

産学官の連携のもと、社会的、職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育むこと

で、本県の子どもたちが、将来、社会の一員として人生を豊かに生き抜き、社会貢献を果たす

ことができることを目指す。

(1) 子どもたちが働くうえで必要となる基礎力をつける取組

① ライフプランナー（民間委託）による将来設計（架空家族による人生シミュレ－ション）

を描く授業の実施

② 労働局による労働法に関する講習会の実施

(2) 産学官が連携したキャリア教育の推進

① 産学官代表（商工会議所、学校代表等）による宮崎県キャリア教育推進会議の開催

② 学校と地域社会、企業が一体となったキャリア教育の推進

・産業界を中心とした社会人が講話を行う｢よのなか先生｣の実施

・学校と地域や企業が一体となったキャリア教育に係る研修会の実施

・産業界や保護者等へ向けたキャリア教育に係る情報提供

・キャリア教育推進に係る調査・研究

③キャリア教育先進モデル地区（日向地区）の効果普及

・産業界から発信する社会人講話等の取組拡充

・県内企業への就職支援

・実施主体 市町村（補助率 定額）

○新キャリアアップ！特別支援学校高等部生就労・自立支援事業（特別支援教育室）
<再掲> ２百万円

特別支援学校において、就労につながる技能検定やセミナー等の実施、企業等への就労に向

けた理解啓発を強化することで特別支援学校高等部生の就職率の向上と自立支援を図る。

(1) 就労につながる技能検定

県内４会場において、メンテナンス、喫茶サービス、事務サービス、商品管理に係る検定

を実施するとともに、４部門の技能検定に係る指導者養成研修を行う。

(2) キラリ！自分発見、夢実現セミナー

卒業後の生活設計を考えるために、卒業生の先輩等を招いた「仕事」と「余暇」の講演会

を実施する。

(3) 特別支援学校自立支援推進員の活動

みやざき中央支援学校、みなみのかぜ支援学校、日南くろしお支援学校、都城きりしま支

援学校、延岡しろやま支援学校に配置する推進員が、就職率の向上をめざした職場開拓や就

労、離職防止、生活に係る相談に対応する。

(4) 企業等のための学校見学会

全校において技能検定や作業学習等を企業の方に見ていただく見学会を行う。

(5) 技能検定啓発プロジェクト

みやざきテクノフェア等で技能検定上位者のデモンストレーションや作業学習作品のコラ

ボ展示及び販売を行う。
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2(3) ２つのふるさとづくり

○改めざそう神楽の世界無形文化遺産！みやざきの民俗芸能活性化事業（文化財課）
<再掲> １２百万円

神楽のユネスコ無形文化遺産登録をめざして、調査研究、映像記録及び神楽ガイドブックの

作成を行うとともに県外の国指定神楽保存団体との連携を図る。また、県内の民俗芸能につい

ての体験事業や継承者の育成及び支援をとおして、保存・継承の推進を図る。

(1) めざそう世界無形文化遺産！みやざきの神楽魅力発信事業

① 県内外の有識者で構成する神楽魅力発信委員会による調査・研究を進め、基礎資料の蓄

積を行う。

② 「みやざきの神楽」ガイドブックを作成し、県内外に本県の神楽の魅力を発信する。

③ 県外の神楽団体との連携を進め、ユネスコ無形文化遺産の登録に向けた推進体制の構築

を図る。

(2) 文化財伝承活動支援事業

① 民俗芸能保存団体等が行う継承者の育成や用具整備等を支援する。

・実施主体 民俗芸能保存団体、文化財愛護少年団等（補助率 １／２以内）

② 文化財愛護少年団との交流活動、並びに民家園を活用した民俗文化体験事業を実施し、

ふるさと宮崎への愛着や誇りを育む。
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② 都市との連携協定を生かした対流づくり

○新農山漁村における所得安定・向上モデル事業（山の宝活用事業）
（山村・木材振興課）〈再掲〉３百万円

山村地域に豊富に存在する特用林産物（山の恵み）から有益なものを発掘し、効果的に活用

することによって、山村地域の所得向上と活性化を図る。

(1) 山の宝発掘事業

特用林産物の市場調査から、新たなメニューや商品の開発と効果的なＰＲ方法を検討する。

(2) 山の宝体感事業

山村地域に人を呼び込むため、観光や健康など他の分野と組み合わせ、山の恵みが体感で

きる仕組みづくりを検討する。

○新木材産業サプライチェーン強化事業
（山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室）〈再掲〉１３百万円

県産材の利用促進のため、県外住宅メーカーと県内企業が連携して行う「みやざきスギ」仕

様住宅の販売ＰＲ活動等を支援するとともに、次代を担う設計士や建築士等を対象とした木造

建築に関する講座を開催し、そのノウハウを継承させることによって、県産材の需要拡大を目

指す。

(1) 県外住宅サプライチェーン事業

需要先とのサプライチェーン強化のため、「みやざきスギ」仕様のモデルハウス整備等を

支援

・実施主体 県内の民間企業（補助率 １／２）

(2) 木材利用コーディネーター養成事業

次世代の設計士や建築士等に木造設計技術を継承するための講座を開催

2(3) ２つのふるさとづくり


